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研究要旨 
【目的】本研究では、がん患者の個々のニーズに応じた質の高い相談支援を提供するため

に、環境整備が不可欠であることから、以下2つの観点から提言を行うことを目的とし

た。１）迅速な情報作成と活用につなげるため、全国のがん相談支援センター（以下、相

談支援センター）における相談内容の定期的・継続的な収集方法を確立する。２）医療環

境の変化に対応できる相談支援センターの地域や病院内のがん情報支援拠点としての機能

を充実させるがん専門相談員（以下、相談員）の教育・研修プログラムを開発・評価し、

継続的かつ効果的・効率的に実施するために必要な体制を策定する。 
【方法】目的1）初年度に作成したテキストマイニング技術による相談記録情報の可視化

のプロトタイプを改良し、相談支援現場での実証検討を開始した。目的2）「情報支援研

修」プログラムを地域展開用に改編し、複数県を対象にしたオンライン研修を実施し、研

修効果と運用フィージビリティについて検討した。さらにがんと診断されて間もない人へ

の情報提供資材の普及方法の検討として医師および相談員に対するアンケート、インタビ

ュー調査の準備を行った。 
【結果・考察】目的1）がん相談内容と対応内容のサンプルデータをもとに頻出語を可視

化するWordCloudによるビジュアル化と単語の出現回数を可視化した。また解析ソフトは

Webブラウザのみで動くよう改良し、拠点病院の相談対応施設での実証検討を開始した。

今後FAQの作成支援や他施設を含めた情報共有にもつなげられると考えられた。 
目的2）2日間の「情報支援研修」の地域展開研修をオンラインで、3地域（6県）を対象

に実施した。研修の効果の検討では、研修の満足度、知識、行動の観点から有用であると

評価された。また運営関係者へのフィージビリティ調査でも大きな問題は見られず地域展

開へ向けた次フェーズ（実展開）へつなげられると考えられた。適切な時期に情報を届け

るための診断された間もない人への情報提供資材は、冊子の手渡しの機会を検討するのみ

ならず医師にとって説明が必要な項目の理解等にも有効であると考えられた。 
【結論】2年目で作成および検証された内容について、さらに実臨床での検討を通して基

礎情報を引き続き集めていくと共に、収集された結果を整理し、3年目の提言書作成につ

なげていく予定である。 

 

A． 研究目的 
複雑化する相談ニーズに適切に対応するためには、

相談現場における相談内容の迅速な把握とそれに対

応する情報や支援体制の整備、施策への反映が求め

られている。しかし相談支援センターの相談内容や

対応状況は、2016年にようやく全国で同一の「相談

記入シート」が定まり、各拠点病院で順次導入が決ま

ったが、全国の定期的な収集や活用には至っていな

い。相談内容を定期的に収集・活用し、相談現場に還

元できる取組が求められている。相談員の適切な情

報の活用は、相談支援の質の向上につながる。 
昨今の情報端末の進歩により、情報の入手は容易

になった。反面、情報の断片化や治療の全体像はつか

みにくくなり、情報による患者の混乱の原因にもな

っている。患者が必要とする情報を整理・補完し、適

切な情報を活用し窓口につなげる相談員の役割はこ

れまで以上に高まっている。しかし相談支援センタ

ーの信頼できる情報の設置は、5大がんの診療ガイド

ラインでもわずか3割程度と低い。一方、相談支援セ

ンターは、医療者からは新たながん施策や全国の動

向情報をもつ拠点としての役割も期待されており

（H29-がん対策-一般-005）、このような一定の機能

を中心に据えた相談員の教育・研修を情報環境の整

備（情報DB等）と併せて充実させることが必要であ



る。  
本研究では、がん患者の個々のニーズに応じた質の

高い相談支援を提供するために、環境整備が不可欠

であることから、2つの観点から提言を行うことを目

的とした。 
 
１）迅速な情報作成と活用につなげるため、全国の

がん相談支援センター（以下、相談支援センター）に

おける相談内容の定期的・継続的な収集方法を確立

する。 
２）医療環境の変化に対応できる相談支援センタ

ーの地域や病院内のがん情報支援拠点としての機能

を充実させるがん専門相談員（以下、相談員）の教育・

研修プログラムを開発・評価し、継続的かつ効果的・

効率的に実施するために必要な体制を策定する。 
  
研究開始2年目にあたる2021年度は、昨年度からの

検討に引き続き、目的1）の相談内容の定期的・継続

的な収集方法の確立に向けた検討では、（1）相談支

援内容の分析と分類のプログラム開発、（2）相談支

援内容の分析と分類のがん相談対応施設での検証を

行った。また目的2）の教育・研修プログラムの開発・

評価および実施に必要な体制や方策の検討について

は、「情報支援研修」の地域展開に向けた検討として

（1）研修プログラムの開発、（2）チーフファシリテ

ーターの役割、（3）研修実施を支える基盤整備、（4）
研修受講者の研修効果と研修運営フィージビリティ

に関する検討を行った。さらに、がん情報支援拠点の

役割として、がん相談の課題として長年求められて

いる（5）診断されて間もない人への情報提供資材の

評価と活用に関する研究を行った。 
 
B．研究方法 
目的1）相談内容の定期的・継続的な収集方法の確立

に向けた検討 
（1）相談支援内容の分析と分類のプログラム開発 

がん相談支援で過去に対応した相談記録情報を利

用したテキストマイニング技術による疾患別やカテ

ゴリー別の傾向を分析し可視化する為、2020 年度に

開発した、自由記載で書かれた相談内容や対応内容

から単語を集計し相談内容と対応内容に含まれる単

語間の繋がりを可視化するプロトタイプについて、

2021 年度はこのプロトタイプを改良し検討を行っ

た。単語の出現頻度によるビジュアル化と過去の相

談内容から類似度の高い順に類似相談内容を抽出す

る機能を実現した。更にプロトタイプシステムを

Webアプリケーションとしてブラウザのみで動くよ

う改良し、がん相談支援を行っている施設での実証

試験を開始した。 
 
（2）相談支援内容の分析と分類のがん相談対応施設

での検証 
前述の相談内容の可視化プログラムの実証試験を

行うため、相談支援センターで蓄積されたデータに

ついて、テキストマイニングによる相談支援内容の

解析を行った。まず、2020 年度のがん相談記録から、

解析対象となる症例 100 例を抽出し、個人情報等を

除外、匿名化し、CSV ファイルを作成した。 
 
目的2）の教育・研修プログラムの開発・評価および

実施に必要な体制や方策の検討 
「情報支援研修」の地域展開に向けた検討として、

以下の4点から検討を行った。 
 
（1）研修プログラムの開発 
「情報支援研修」の地域展開に向けた検討を行う

にあたり、2020 年 11 月から地域版研修の作成を行

い、2021 年 8 月 31 日（火）、10 月 9 日（土）に複

数県（栃木、和歌山、四国 4 県）合同でオンライン

にて研修を実施した。この研修の資料として作成し

た学習教材と、研修作成と試行に関する会議の議事

録を分析し、地域版研修の作成における変更点やポ

イント、留意点についてまとめた。 
 
（2）チーフファシリテーターの役割 
チーフファシリテーターを今後育成していくにあ

たり、どのようなことを知識や経験として身につけ

る必要があるか、実際の研修運営に関わるときの準

備、対応についてその際の意図や教育行動における

構成要素を抽出した。 
 
（3）研修実施を支える基盤整備 

新たな研修プログラムを迅速かつ効率的に地域に

普及させる上で必要となる体制について検証するこ

とを目的として、国立がん研究センターにて開催さ

れてきた「情報支援の研修」を、普及を急ぐべき研

修プログラムの一例として位置づけ、同研修の地域

開催にかかる一連の対応（事前準備・研修当日運営・

事後対応）を実際に研修運営に携わった地域の相談

員の事後評価のヒアリングから検証した。 
 
（4）研修受講者の研修効果と研修運営フィージビリ

ティに関する検討 



相談員が信頼できる情報をもとにした適切な情報

支援に必要なスキルを獲得するための研修プログラ

ムの効果を確認することを目的として、受講者に対

する研修効果とフィージビリティを検討するために

関係者へのインタビュー調査を実施した。受講者に

対する研修効果については、Kirkpatrick のモデルを

参考に、研修の効果を満足度、知識、行動の 3 側面

による評価項目を設定し、計 5 回（T1：事前、T2：
1 日目研修当日、T3：2 日目研修前、T4：2 日目研

修当日、T5：研修終了 3 か月後）のアンケートによ

り測定した。フィージビリティに関するインタビュ

ー調査については、地域展開版のトライアルのプロ

セスと今後の展開について、運営に携わった 9 名に

フォーカスグループインタビューを実施した。 
 
（5）診断されて間もない人への情報提供資材の評価

と活用に関する研究 
 がんと診断されて間もない人への情報提供のため

に作成された資材である冊子を、適切な時期に対象

となるがん患者とその家族へ届けるため、冊子の利

用意向や冊子の具体的な活用方法と今後の課題等に

ついて、がん診療に携わる医師とがん相談支援セン

ターのがん専門相談員の視点を通じた検討を開始し

た。検討は、医師と相談員を対象とした調査の 2 つ

を企画した。なお相談員を対象とした調査では、施

設としての資材の普及方法について好事例を収集す

ること、その効果を検証することを目的とした。 
 
C．研究結果 
1）相談内容の定期的・継続的な収集方法の確立に向

けた検討 
（1）相談支援内容の分析と分類のプログラム開発 
がん相談支援で過去に対応した相談記録情報につ

いて、がん相談内容と対応内容に関するサンプルデ

ータを元に頻出語を頻度に比例する大きさで文字を

並べた WordCloud によるビジュアル化と単語の出

現回数を可視化した。また単語を数値ベクトルに変

換し意味を把握する自然言語処理の手法である

Word2Vec を用い、過去の相談内容から類似度の高

い順に類似相談内容を抽出する機能を実現した。ま

た Web アプリケーションとしてブラウザのみで動

くように改良を行い、がん相談支援の実施施設での

実証試験を開始した。 
 
（2）相談支援内容の分析と分類のがん相談対応施設

での検証 

開発された解析ソフトを自施設のPCにインスト

ールし、必要な動作環境を確認した。その上で、準備

した模擬症例10例を用いて、解析ソフトの運用、症の

解析方法の確認を行った。 
 
2）の教育・研修プログラムの開発・評価および実施

に必要な体制や方策の検討 
（1）研修プログラムの開発 
「情報支援研修」の地域展開に向けた検討を行うに

あたり、2020年11月から地域版研修の作成を行い、

2021 年 8 月 31 日（火）、10 月 9 日（土）に複数県

（栃木、和歌山、四国 4 県）合同でオンラインにて

研修を実施した。この研修の資料として作成した学

習教材と、研修作成と試行に関する会議の議事録を

分析し、地域版研修の作成における変更点やポイン

ト、留意点についてまとめた。 
 
（2）チーフファシリテーターの役割 
チーフファシリテーターを今後育成していくにあた

り、どのようなことを知識や経験として身につける

必要があるか、実際の研修運営に関わるときの準備、

対応についてその際の意図や教育行動における構成

要素を抽出した。 
 
（3）研修実施を支える基盤整備 
新たな研修プログラムを迅速かつ効率的に地域に普

及させる上で必要となる体制について検証すること

を目的として、国立がん研究センターにて開催され

てきた「情報支援の研修」を、普及を急ぐべき研修プ

ログラムの一例として位置づけ、同研修の地域開催

にかかる一連の対応（事前準備・研修当日運営・事後

対応）を実際に研修運営に携わった地域の相談員の

事後評価のヒアリングから検証した。 
 
（4）研修受講者の研修効果と研修運営フィージビリ

ティに関する検討 
相談員が信頼できる情報をもとにした適切な情報支

援に必要なスキルを獲得するための研修プログラム

の効果を確認することを目的として、受講者に対す

る研修効果とフィージビリティを検討するために関

係者へのインタビュー調査を実施した。受講者に対

する研修効果については、Kirkpatrickのモデルを参

考に、研修の効果を満足度、知識、行動の3側面によ

る評価項目を設定し、計5回（T1：事前、T2：1日目

研修当日、T3：2日目研修前、T4：2日目研修当日、

T5：研修終了3か月後）のアンケートにより測定した。

フィージビリティに関するインタビュー調査につい



ては、地域展開版のトライアルのプロセスと今後の

展開について、運営に携わった9名にフォーカスグル

ープインタビューを実施した。 
 
（5）診断されて間もない人への情報提供資材の評価

と活用に関する研究 
協力の得られた医師を対象とした説明会の実施と

利用意向に関するアンケートでは、相談支援センタ

ーに対する利用意向は概ね高く、冊子を手渡すこと

で医師・患者間の関係性や患者からの信頼度も大き

くなると評価された。相談員を対象とした調査につ

いて、本研究班分担研究者所属施設において、診断さ

れて間もない人への情報提供資材の活用に向けた検

討について、医師や病院管理者、がん相談担当部署責

任者の立場から各施設における情報の普及方法の検

討を行った。 
冊子が新規に作成された経緯や冊子の利用方法な

どについて、施設内の医師等への認識のさせ方・方法

や院内での冊子の普及・活用に関して組織的な取り

組みについて検討した。また合わせて既に相談セン

ターが作成しているパンフレット等についても配布

を促進する仕組みも検討し、患者やその家族の世代

に合った情報の提供に繋げられるよう施設内での普

及案を検討した。 
 
D．考察 
1）相談内容の定期的・継続的な収集方法の確立に向

けた検討 
（1）相談支援内容の分析と分類のプログラム開発 
これまでがん相談に関しては、過去の相談データ

を解析するなどのデータ利活用はあまり進んでいな

かった。今回作成したWordCloudによるビジュアル

化と形態素解析による分かち書きによる単語集計に

より傾向を分析し可視化することで相談内容の重要

なキーワードを直観的に把握することができ、経時

的にトレンドを追う事で自施設の相談支援業務に活

かす事が可能になると考えられた。また、Word2vec
による類似文章検索で、類似の相談内容に対する過

去の対応を把握する事も出来る。相談内容と対応内

容を分類することで、FAQの作成支援につなげるこ

とができる事が示唆された。次年度は実証試験の結

果を分析し、他施設を含めた情報共有の仕組みへの

活用を検討していく予定である。 
 
（2）相談支援内容の分析と分類のがん相談対応施設

での検証 

解析ソフトを用いて、模擬症例で演習を行ったと

ころ、十分運用可能であることが確認できた。現在自

験例100例について準備しており、相談内容の可視化

と可視化による相談支援の現場への活用について検

討していく予定である。 
 
2）の教育・研修プログラムの開発・評価および実施

に必要な体制や方策の検討 
（1）研修プログラムの開発 
2016年から行っている情報支援のNCC版研修を基

に、今回地域版研修を作成し試行した。研修の構成や

内容に大幅な変更を加えることなく、目的や講義、演

習などをシンプルにし洗練させることで、地域での

実施は可能であった。特に演習のプログラムを構造

化し、意見を出しやすい問いの設定にするなど、受講

者の特徴に合わせたプログラムの作成が重要であっ

た。また今回、離れた複数の地域がオンラインでつな

がる研修プログラムを作成し試行したが、コロナ禍

でオンライン研修が増加していることもあり、研修

運営担当者や受講生もスムーズに研修を進めること

ができた。一方、地域版研修は講義や演習時間がNCC
版研修よりも短く受講者の層が幅広いため、研修の

目的をNCC、各県研修担当者、ファシリテーター等

の協力者で事前にすり合わせを行っておく必要性が

示唆された。 
 
（2）チーフファシリテーターの役割 
がん専門相談員の継続研修におけるチーフファシリ

テーターには、グループの構造的理解と集団力動に

ついての詳しい知識が必須であり、またその教育行

動の意図を明確にした講義展開とグループワークと

の相乗的効果を狙った能力養成の段階的把握が、教

育効果を高めている可能性がある。一方で、ファシリ

テーター育成方法には課題が残った。 
 
（3）研修実施を支える基盤整備 
地域開催を視野に入れた研修プログラムを開発する

際は、受講者層が幅広くなりやすいことを想定して

平易・シンプルな研修目的・内容とすること、運営者

（ファシリテーター）向けのサポートを充実させる

ことなどが重要であることが示された。また、研修開

催にかかる一連の対応において、事務作業の占める

割合は非常に大きいため、特に地域での研修企画運

営の中心を担う都道府県がん診療連携拠点病院にお

いては、事務局機能の強化が必須であると考えられ

た。 
 



（4）研修受講者の研修効果と研修運営フィージビリ

ティに関する検討 
受講者に対する研修効果の検討では、3つのモジュ

ールで構成された情報支援研修プログラムは、研修

効果の満足度、知識、行動の観点から有用であると評

価された。 
フィージビリティに関する運営関係者へのインタ

ビュー調査では、情報支援研修の地域展開トライア

ルのプロセスと今後の展開についての課題がそれぞ

れの立場から明らかにされた。立場や経験している

事柄の違いから、課題については立場によって異な

る意見もあったが、地域展開のプログラムとしては

今回作成されたものを活用していくことについて異

論はなく、地域展開に向けた次フェーズへ展開でき

ると考えられた。 
 
（5）診断されて間もない人への情報提供資材の評価

と活用に関する研究 
適切な時期に情報を必要とする患者や家族へ届け

るためには、医師・看護師等への説明会の継続的な開

催は必須である。しかし、冊子を手渡せば済むという

認識では不十分である。冊子の手渡し機会の増加に

とどまらず、本冊子は、医師にとって説明が必要な項

目の理解を高める。それらの説明に十分な時間が割

きにくい医師にとっても、平易な言葉で示される情

報は、情報提供資材として役に立つ（負担感の軽減）

という認識を持つことができる利用価値を認めた医

師による、周辺の医師への利用促進がなされる。とい

った点からの効果も期待されると考えられた。 
 
E．結論 
目的1）では、がん相談内容と対応内容の頻出語の

可視化について実臨床での検討に進めることができ

た。実臨床場面で、実際にどのように活用することが

できるかについて次年度にさらに検討を進める予定

である。目的2）では、地域展開版の「情報支援研修」

は、効果や運営フィージビリティの点からも、実展開

へ移行できると考えられた。実展開への移行後の研

修効果や運営面での課題について引き続き評価する

ことでより確実な研修プログラムにしていくことが

可能であると考えられる。一方で十分な検討ができ

なかったファシリテーターの教育や養成については、

引き続き検討が必要である。また適時の患者への情

報資材の活用に関する検討では、情報相談支援セン

ターの地域や病院内での情報支援拠点としての機能

をどのように発揮しうるかの検討でもあり、次年度

に検証を行う予定である。 
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